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 中小企業を取り巻く環境は厳しさを増しており、このような環境変化の下で企業を成

長・発展させることは容易なことではありません。 

 環境変化に対応し、自社を成長、発展させながら組織力を向上させるためには、大胆な

組織変革が求められています。 

 本レポートでは、組織を変革させるための組織開発の進め方について解説いたします。 

 

 

 組織開発が注目を集めるようになったのは、先行きが不透明な中で中小企業がさまざま

な問題に対処していくためには、閉鎖的な組織から脱することのできる組織へ変革してい

かなければならないという認識が高まってきたことにあります。 

 組織開発論の第一人者であるウォリックは、組織開発の目的として、「組織の自己革新力

を養う」ことを挙げています。 

 環境変化に適応し続け、生き残りを図るためには、自己変革に取り組み続ける力が必要

とされています。 

 

 

 ウォリックは、組織開発を、「組織の健全さ、効果性、自己革新力を高めるために組織を

理解し、発展させ、変革させていく計画的で協働的な過程である」と定義づけています。 

 つまり、組織開発はその過程において、組織が持つ潜在的な力を引き出す機能を持って

おり、人と人の関係性の変化や相互作用によって変革させていくという考え方です。 

 したがって、組織開発においては、まずは上司と部下、部署間などの人の関係性に問題

があると捉え、その関係性の改善を図ります。 

 

■組織開発の定義 

組織の健全さ、効果性、自己革新力を高めるために組織を理解し、発展させ、変革させ

ていく計画的で協働的な過程である 

    

２│組織開発の定義     

１│組織開発の目的     

 組織開発の必要性と課題 
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 企業が掲げる経営ビジョンを実現するためには、組織開発が必要であるといわれていま

す。それを裏づけるように、組織が活性化している中小企業の多くは、経営者や幹部社員

ばかりが目立つのではなく、組織として最大の力が引き出されています。 

 経営環境変化のスピードに対応するためには、個人プレーで業務を遂行するのではなく、

社員一人ひとりが高いモチベーションを持ち、全員で同じ目標に向かっていく組織になっ

ていることが必要です。 

 そのためには、常に情報や課題を共有し、組織全体の力を結集しなければなりません。 

 

■組織開発のねらい 

経営環境変化のスピードに対応するために、組織全体の力を結集して、組織を変革させ、

経営ビジョンを実現させる 

        
 

 

 組織のハード面とソフト面は氷山の図で例えることができます。氷山の海面上にはハー

ド面、水面下にはソフト面として区分します。ハード面は海面上にあるため見えやすく目

が向きやすいですが、海面下のソフト面は見えにくいため、気づこうとしなければそこに

潜む問題を見過ごしがちです。 

 

■氷山に例えた組織における諸要素 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４│組織開発は見えにくいソフト面に目を向ける     

３│環境変化のスピードに対応するために急がれる組織開発     

海面 

 

【ハード面】 

組織レベル：理念・ビジョン 

       諸制度、諸規程  

職場レベル：業績、成果、業務システム 

個人レベル：各人の役割、責任、権限 

 

【ソフト面】 

組織レベル：部門間連携、組織風土、リーダーシップ  

職場レベル：上司・部下とのコミュニケーション 

職場の雰囲気、協力体制 

個人レベル：意識、モチベーション、思考パターン、満足度 
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 自社の業績を上げるためには、組織構造を変える、諸規則やルールを変える、人事制度

を見直すなど、ハード面に着手することを優先にしがちですが、それだけで業績が上がる

わけではありません。 

 業績が伸び悩んでいる部署があったときに、ソフト面にあたる人間的な側面にアプロー

チをすると、社員一人ひとりの意識や行動が見えてきます。考え方、意識、および社内コ

ミュニケーションなどに問題があると分かれば、そこに着目し、改善策を講じることが組

織開発の第一歩となります。つまり、職場内における人間的な部分のマネジメントが業績

に大きく左右するといえます。 

 

 

 経営者は、自社を成長させるために、人を育て、良い組織づくりを目指したいという思

いは変わらないはずですが、自社の組織の状況によって取り組むべき課題は異なります。 

 例えば、社員数 20～30 人規模の企業であれば、一人ひとりに求められる役割は重く、社

員の成長を図ることが最優先課題になっているといえるでしょう。 

 また、社員数が 50 名を超えてくると、個人的な教育にとどまらず、自社が目指す共通目

標に向かって、良い組織文化を浸透・定着させる取り組みが必要となってきます。 

 自社の成熟度に応じて、組織開発における課題を認識することが必要です。 

 

■規模別に応じた組織開発における課題 

社員数 
組織開発に 

おける課題 
ねらい 具体的取り組み 

20 名以下 
社員のモチベー

ション喚起 

社員のやる気・意識を把握するた

めに意識調査や面談を通じてモ

チベーションの強化を図る 

・メンバー間のコミュニ 

ケーション強化 

・チームビルディング強化 

等   

20 名～50 名 
幹部職員の 

育成強化 

後継者候補の幹部社員を養成し、

世代交代の足固めを行う 

・階層別研修 

・キャリア開発 

・処遇制度見直し 等 

50 名～100 名 
リーダー層の 

育成 

各事業部門の成長に貢献できる

部門リーダーとなる人材を育て

組織の基盤固めを行う 

・生産性向上 

・業務プロセスの見直し 

・組織デザイン変更  等 

100 名超 
良い組織風土の

確立 

自社の方針・ビジョンのもと全社

員が共通の価値観を持ち、貢献意

欲の高い社員を育てる 

・組織文化浸透 

・クレド作成   

・ナレッジマネジメント 等 

5│規模別に応じた組織開発の課題     
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 組織開発を図るために、以下の４つのアプローチを紹介します。規模別に取り組むべき

アプローチ方法は異なります。 

 

■組織開発における４つのアプローチ 

①ヒューマンプロセス的         ③技術・構造的 

②人材マネジメント的          ④戦略的 

  

（１）ヒューマンプロセス（人の内面）へのアプローチ 

 社員数 20 名前後の小規模企業は、社員一人ひとりが果たすべき役割は大変重要となりま

す。一人でも違った価値観を持っていたり、貢献意欲が低いと組織はまとまりません。 

 社員一人ひとりの考え方を知るためにも、まず意識調査や社長自らが面談を行い、自社

への貢献意欲や仕事のモチベーションを確かめます。 

 社員間でそれらの内面の部分に差異が見られた場合には、チーム力を結集することを訴

求するチームビルディング研修の実施などが必要です。 

 

（２）人材マネジメントへのアプローチ 

 社員数が 50 名近くなると、個別に向き合う時間を確保することも難しくなっていきます。

しかし、自社がさらに成長するためには社員育成は欠かせません。 

 ＯＪＴなどの現場での指導のみならず、社員それぞれの役割に応じた階層別研修体系の

構築、多様な人材を受け入れするための受け入れ体制の整備、さらには、社員のやる気を

引き出す人事処遇制度づくりなど、人材育成の仕組みの構築が必要となります。 

 

（３）技術・構造面へのアプローチ 

 社員数が 100 名に近づくと、生産性向上が課題となってきます。現状の業務が職人肌の

ベテラン社員に依存するような属人的に業務が行われているものについては、業務効率化

を図るため、非効率業務の削減、および業務プロセスを可視化（マニュアル作成など）さ

せるなどにより生産性向上を図るための組織づくりを進めます。 

１│組織開発における４つのアプローチ手法     

組織開発のアプローチ手法 
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（４）戦略面へのアプローチ 

 社員数が 100 名を超える状況になると、組織を一つにまとめるのが一層難しくなります。

この規模になると、社員一人ひとりへの個別指導には限界があります。 

 したがって、自社の存在価値を再定義し、理念や行動指針を浸透することを目的とした

ＣＩ（コーポレート・アイデンティティ）活動により良い組織文化の定着を図ることが必

要となります。定着を図るために、自社の理念や行動指針をクレドカードとして社員に配

布する方法も有効です。 

 

 

 リーダーシップ研究の第一人者である、ロナルド・ハイフェッツは、世の中で起こる問

題には、技術的な問題と人間的側面による問題（適応を要する問題）があると述べていま

す。技術的な問題とは、設備の故障やトラブル、開発技術面での改善課題などです。これ

らは、原因さえつかめれば解決することが可能なものといえます。 

 一方、人間的側面による問題は、社員一人ひとりの思考パターンや行動を変える必要が

あるものです。これを解決するためには、内面の見えない部分に着目し、なぜそのような

行動を取るのかを探ることが必要です。前述した氷山の海面下に当たるものです。 

 ハイフェッツは、陥りやすい誤りは、「人間的側面の問題」に対して「技術的な問題」の

解決策を当てはめて解決しようとすることであると指摘しています。 

 例えば、業績が低迷している状況において、人事制度に問題があると決めつけて、社員

一人ひとりのモチベーションや行動に着目することなく、評価制度や昇給・賞与制度の見

直しなど、人事制度改正に取り組み解決を図ろうというケースなどが挙げられます。 

 このような人間的側面の問題に対しては、「対話」できる組織、「協働化」組織をつくり

解決を図るようなアプローチが必要であると述べています。 

 

■技術的問題と人間的側面の問題の違い 

技術的問題（諸制度、仕組みに起因する問題） 人間的側面の問題（適応を要する課題） 

問題の定義が明確である 問題の定義が不明確である 

解決策がある 解決策がわかっていない 

これまでのノウハウ・知識で対応が可能 既存の思考パターンでは解決できない 

専門知識を有していれば解決できる 他者との連携、協働が必要である 

 

２│協働型組織をつくり、人間的側面の問題への解決を図る     
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■「対話」と「協働化」を重視する組織開発のポイント 

●個よりもチームの成長を重視 

●コミュニケーションの場となる対話の機会をあえて設定する 

●対立するチームとも双方の意見を述べ合い、それぞれの課題を見える化する 

●自社が目指すビジョン（未来像）を共有する 

 

 

 組織開発の進め方は、「OD Map」（Tschudy,2006）というモデルが用いられて説明がなさ

れることが多く、この「OD Map」では、組織開発の進め方として、以下の 8 つのフェーズ

を想定しています。組織開発は、計画的で協働的な過程であるとしており、決して経営者

単独で実現できるものではなく、組織全体での取り組みが必要です。 

 

■組織開発の８つのステップ 

フェーズ 
エントリーと

契約 
データ収集 データ分析 フィードバック 

アクション 

計画 

アクション 

実施 
評価 終結 

内容 

クライアント

のニーズを把

握し、進め方や

お互いの役割

を合意する。 

インタビュー、

アセスメント、

観察などで、プ

ロセスに関す

るデータを収

集する。 

データを整理

する。（診断モ

デルに基づい

て整理がなさ

れる場合あり） 

データをクライ

アントにフィー

ドバックし、対話

を通してプロセ

スについての気

づきを促進する。 

焦点づけられ、

共有されたプ

ロセスを変革

するためのア

クションを計

画する。 

計画された

アクション

を実行する。 

合意された変

革目的がどれ

くらい達成で

きたかを評価 

する。 

変革目的が

達成された

場合は終結

する。 

引用元：「組織開発の特長とその必要性」中村和彦氏を元に作成 

 

 最初の「①エントリーと契約」の段階では、組織開発の取り組みを実施していくことに

ついて、組織開発実践者とクライアントが合意します。 

 「②データ収集」では、現状把握を行うために、実態調査、インタビュー、観察などに

よりデータを集め、「③データ分析」では、得られたデータを整理し、社員間の意識レベル

の違い、組織の成熟度などをデータ化します。 

 「④フィードバック」は、データ分析結果のフィードバックも行いますが、重要なのは、

当事者同士の対話の時間を確保することです。この対話によって、組織開発における自社

の課題を共有します。 

 「⑤アクション計画」、「⑥アクション実施」は、解決策を導き出した後、それをどのよ

うに取り組んでいくのかについて、合意をはかった上で実行につなげます。この段階で新

たな制度、仕組み、およびルールが構築されていきます。 

 「⑦評価」、「⑧終結」は、アクション実施後の検証を行い、当初目標が達成されていれ

ばその取り組みは終結となります。ただし、達成されない場合にはまた「④フィードバッ

ク」に戻り、さらなる取り組みを進めていきます。 

３│組織変革を図るための８つの「プロセス」    
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 組織の中には、自社を良くしたいと考えている社員は少数派であることが多く、その状

態では、変化を望まない現状維持派に押されてしまいがちです。 

 人は変われと言われてもなかなか変わることができません。自社を良くしたいという取

り組みについても、自身がそれに共感、納得しなければ、表面上では反対の姿勢を示さな

くとも心の中では抵抗し、変わろうとしません。 

 職場、組織を変えるためには、変化への推進力を高める取り組みが必要です。これには、

推進派がばらばらになるのでなく、「組織変革プロジェクト」など、結集できるチームをつ

くることが有効です。 

 その際のポイントは２点です。一つは同じ志を持つ社員がメンバーとなること。もう一

つは、できるだけあらゆる部署からメンバーを集め、自社の中での小組織をつくることです。 

 このようなチームが成功するために、メンバーとなるのにふさわしい人物像は、以下の

通りです。絶対条件としては、メンバーに権限を有する人物を入れるか、もしくはチーム

自体に権限が与えられることが必要です。 

 

■組織変革チームメンバーにふさわしい人物像 

●現状に対して高い問題意識を持っている 

●自社および組織が良くなることを望んでいる 

●違うものの見方、考え方をもっている 

●チームで仕事をすることが大切であると考えている 

●周りにすぐに同調しない 

●実行する権限を持っている 

 

■組織変革成功のポイント① 

問題意識の高いメンバーが集まり組織変革チームを結成する！ 

 

１│組織を変えたいメンバーが集まり、組織変革チームを結成     

中小企業における組織変革のポイント 
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 今の仕事は、業務の専門化、効率化重視などにより分業化が進んでいる上にＩＴの普及

などにより個業化の傾向が進んでいます。 

 今後は、働き方改革やテレワークが進むと一層その傾向が強くなると思われます。 

 個業のメリットとしては、コミュニケーションの機会の削減により、コスト削減の効果

はある程度期待できます。一方、デメリットは、チーム（組織）としての相乗効果が発揮

されない、互いに関心が向かず信頼関係が構築されにくい、あるいはサポート体制が整わ

ないなど、組織においてはデメリットのほうが大きいといえます。 

 個業化が浸透していると、仕事の仕方を変えることは難しいですが、これを協働型組織

に変えるためには以下の取り組みが求められます。 

 

■協働型組織に変えるためのポイント 

●話し合う場を設定する 

●ともに学習する場を設定する 

●協働化のメリットを周知・浸透させる 

●チームミーティングは「ガチ対話」で互いの意見を述べ合う 

 

 これらを実現するために、例えば営業職では、個人目標の設定でなくチーム単位の目標

設定に変えることで、チームメンバーの経験、スキルによって役割分担を行い、チームと

して効率的な営業体制を構築することができます。 

 新人～若手社員は、営業リスト整備、電話営業による一次営業および営業支援を行い、

ベテラン社員は受注活動に特化するなどの体制ができればチームとしての最適解が見えて

きます。そのようになれば、おのずとチームとしてどのように活動するべきであるかとい

うチームミーティングが行われるようになり、チーム内コミュニケーションが向上します。  

 また、チームとしての成果を追求するならば、新人～若手社員の育成の必要性も感じら

れるようになり、教育指導の機会も増えてきます。 

 実施するミーティングにおいては、互いに本音を述べ合う「ガチ対話」で行われること

が望まれます。 

 

■組織変革成功のポイント② 

個業から協働化によりチームとしての力を最大限発揮させる！ 

２│個業から協働化組織へシフトする     



人と組織を変える 組織開発のポイント 

企業版情報レポート 

 
9 

 

 組織変革をもたらすためには、革新者、先駆者となるリーダーのけん引力が成功の鍵を

握っています。組織の上位２割相当の革新者、先駆者がリードし、下位層との溝（キャズ

ム）を埋めるべく下位層をも巻き込んだ取り組みこそが組織変革が可能となるという考え

方です。キャズムを超える条件は、下位層にも役割分担やモチベーション向上策の実施、

理念・ビジョンの浸透、および処遇制度を確立させることなどです。 

 

■マーケティング理論の応用 

 

 

 

 

 

 

 

引用元：野田 稔氏「組織変革の方法論」より一部作成 

■組織変革成功のポイント③ 

自社の２割相当のリーダーとなるべき革新者と先駆者が牽引する！ 

 

 

 活性化した組織をつくるためには、組織の構成員が納得できる目標やビジョンを掲げて

それを共有し、達成に向かって動機づけることが重要です。その動機付けを行うのがトッ

プの役割です。このトップについていきたいと思われるリーダーになるための要素として

は、①正直であること、②前向きであること、③人間的に魅力的であること、④高い専門

性を発揮していることです。 

 

４│組織変革の推進者であるべき経営トップに求められる要件     

３│組織の上位 2 割が組織変革の推進役を担う     

まずリーダーが最初の 

サイクルを回すことが重要 

成 果 
メンバーが納得できる

目標や共有できる 

ビジョン 

達成感、一体感

価値観の共有 

引用元： 

野田 稔氏「リーダーシップ論」 

より一部作成 

 

■活性化した組織像 

革新者 

新製品を追い求める

（それが役に立つか

どうかは二の次） 

先駆者 

新製品のメリットを

検討し、正当に評価

しようとする 

実利主義者 

先行事例と手厚い 

サポートを 

必要とする 

保守派 

新製品が普及・浸透

するのを 

待ち続ける 

懐疑派 

新しいものには興味

を示さず 

見向きもしない 

2.5％ 13.5％ 34.0％ 34.0％ 16.0％ 

キャズ

ム 

＝ 
溝・

隔
絶 
 

キャズムを超えられるかどうかが 

組織変革のポイントとなる 
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Ａ社 

会社概要 

創 業：1998 年４月       資本金：50 百万円 

売上高：25 億円（2019 年３月）  従業員数：70 人 

 

 ビルメンテナンス業のＡ社は、創業から 20 年ほど経過し、規模が拡大するにつれて職場

の関係性が希薄になったことに起因する問題がいくつか生じていました。 

 そこで組織文化を見直し、魅力ある組織づくりを目指してプロジェクトを発足させて組

織活性化に成果を上げた事例です。そのプロジェクトは、以下のように進められました。 

 

（１）プロジェクトの立ち上げ 

 プロジェクトを進めるプロジェクトリーダーを公募により決定。キックオフミーティン

グでは、「社員自身、魅力があると感じることのできる会社組織とは？」をテーマに掲げて、

目的の共有を図りました。 

 

（２）ワークショップの実施 

 プロジェクトメンバー約 10 名が協働してファシリテーションを行う体制をつくり、ワー

クショップを実施。その流れは以下の通りです。 

 

①キックオフ 

 ファシリテーターの紹介、ワークショップの目的、グランドルールの合意。 

  

②チェックイン（メンバーの内面の確認） 

 参加者の状態を確認し、より深い相互理解のベースにするため、話し合いの始めと終わ

りに、全員が一言ずつ今の自分の状態、気持ちなどを発表。 

 

③ストーリーテリング（自社の歴史の振り返り） 

 経営者より創業からこれまでの歴史や印象的な出来事など、その時の経営者自身の思い

とともに話していただき、その様子を動画に撮影。 

 ワークショップでは、この動画をプロジェクトメンバーに観てもらったうえでＡ社が今

後、どのような会社を目指していくのかについて話し合いを実施。 

１│プロジェクトを立ち上げ、社員のモチベーション向上につなげたＡ社     

人材開発によって組織活性化に成功した事例 
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④ディスカバリーインタビュー（成功要因の確認） 

 新たな発見をすることを目的に２人１組でインタビューを実施。インタビューは、相手

が「もっとも輝いた瞬間」について１人 30 分程の時間を取って行った。インタビュー終了

後は、聴き手はインタビューから感じた話し手の成功要因や強みについてフィードバック。

その後、話したことやフィードバック内容などの振り返りを通して、自分自身の強みを再

確認。 

 

⑤グループダイアローグ（対話による共通理解） 

 理想を描き、「10 年後に私たちはどういう会社でありたいか」「どうすれば魅力のある組

織になれるのか」等に関する価値観と背景、理由などについて順にグループごとに対話し、

全グループがその内容を発表。他のグループからフィードバックを受け、内容についてそ

れぞれ承認を得ます。 

  

⑥チェックアウト（振り返り） 

 最後にワークショップを振り返る時間をとった後、自分自身にとってどんな時間だった

かを発表。 

 

 このようなプロジェクトを通じて、プロジェクトメンバーは、ワークショップから出て

きたキーワードやその意味することを言語化し、経営者とのやりとりを繰り返しながらク

レドカードとしてまとめました。 

 今回のワークショップ参加者による記述式のアンケート結果は、以下の通りとなってい

ますが、今回のプロジェクトで一定の成果を上げることができたといえます。 

 

●モチベーション向上につながった……………………50％ 

●参加者間の関係性構築につながった…………………35％ 

●会社への愛着心が強まった……………………………40％ 

●自分自身の職場の関係性構築につなげたい…………35％ 

（複数回答） 

 

 今後の課題としては、一時的な効果はあったものの、時間の経過とともに希薄化するこ

とも考えられるため、経営者は継続的な取り組みが必要であると考えています。 
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Ｂ社 

会社概要 

創 業：昭和 32 年４月       資本金：52.5 百万円 

売上高：21 億円（2019 年 10 月）  従業員数：129 人 

 

 Ｂ社は京都府相楽郡に本社を置く、ヨーグルトやマーガリンなどの使い捨て包装容器や、

検査カップ、試験管などの医療機器のプラスチック製品を開発・製造しているメーカーです。 

 同社社長は株式公開を目標としていたものの、幹部メンバー（以下、メンバー）は株式

公開に向けた具体的なイメージを持てておらず、経営基盤を強化していくことの自覚や責

任感が薄いことを懸念しており、中小機構の支援を通じて組織改革を実行しました。 

 具体的には、社長を除くメンバーによって中期経営計画策定に取り組むことで、将来の

会社を支えるべきメンバーの意識改革を図り、自社の経営課題をメンバーが中心となって

改善・解決できるようになることを目指しました。 

 プロジェクトの推進体制は、次の経営を担う常務がプロジェクトリーダーとなり、それ

までは社長が業務の詳細部分まで把握し、具体的に出される指示を社員が受け止めるだけ

という受け身体質を、メンバーの自主性に任せて自分たちで考え、決定していく方法で進

めて、プロジェクトメンバーとなった各課の上長たちを引っ張っていきました。 

 完成した中期経営計画に基づき、利益計画及び上場計画へと進めることができたととも

に、各メンバーが「上場の指針になった」「自分のやるべきことが分かった」と取り組みの

成果を実感する意見がほとんどでした。 

 続いて、Ｂ社は製品の不良率が高い状態にあったため、不良率低減も課題となっており、

引き続き中小機構の支援を受けながら、「５Ｓ活動」を実施。 

 この活動はＰＤＣＡを回す活動であり、メンバーは問題解決のプロセスそのものを体験

的に学ぶこともねらいとしていました。 

 これらの活動を通じて、メンバーはこれまでよりも大局的な視点で自社を見るようにな

り、革新的成長に向けて、オンデマンド印刷成型や３Ｄ、ＩＭＬ等の新規事業のアイディ

アも豊富に提案されたことも大きな成果となりました。 

 

 これらの事例から組織を変えるためには先駆者、革新者となるべく社員が高いモチベー

ションを持ち、他のメンバーを牽引することで大きな成果につながることがわかります。  

 後継者問題に直面している中小企業にとって、幹部社員の養成は重要な課題となってい

ますので、本レポートを自社の組織開発の参考にしていただければ幸いです。

２│株式公開を目指し、経営組織の強化を図ったＢ社     
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